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０．前提：イギリス政府の政策形成過程

イギリスにおける政官関係の原則＝「官僚が助言し、
大臣が決定する」("Civil servants advise, 
ministers decide.")

日本でもかねてよりイギリスモデルに基づく「政治主
導」が主張されている。

果たして実態は原則どおりか？
→まず、イギリス政府におけるＥＢＰＭを理解していた
だく前提として、イギリス政官関係の実態（及びその
変容）を概観。

【構成】
（１）政策形成のスタイル
（２）政官関係（大臣と官僚の関係）
（３）イギリス政官関係の変容 3



（１）政策形成のスタイル

トップダウンかボトムアップか

省庁内における主要な意思決定（特に大きな政策
変更）は、大臣から官僚への指示によるトップダウン
型。
既存政策の微少な変更等はボトムアップ型

新政権の発足、新大臣の就任の場合にはトップダ
ウンでの政策形成が行われやすい。
 主要政策の導入・変更はマニフェストに掲げられている。
新大臣は新たなアイディアを持ち込むことが多い。

⇒政策形成にはトップダウンとボトムアップが併存。関
係団体など第三者から政策アイディアが提起される
こともある。ただし、政策文書として決定的に重要な
のはマニフェスト。 4



（１）政策形成のスタイル

政策形成過程の実態

主要な政策の導入は、多くの場合、国務大臣
(Secretary of State)のイニシアティブによる。

しかし、大臣は、達成したい効果についての明確な
アイディアを持っていても、それを達成する手段に
ついてのアイディアは持ち合わせていない。

⇒大臣が政策の方向を示したのち、官僚との対話に
基づき政策が形成されるのが一般的な在り方。

 新しい政策を実現すべく、新任の大臣が官僚に対して大
まかな指示を出す。官僚はその指示を精査し、必要な質
問を大臣に投げかけ、政策の詳細を組み立てていく。
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（２）政官関係

大臣と官僚の対立の場合

大臣と官僚の間に対立があった場合に、どのように処理
されるか？

→調停役として役割を果たすのは、事務次官。

 事務次官は、基本的には大臣と官僚の対立が起こらないよう
に配慮しているが、もし対立が起こった場合には平穏のうち
に解決しようとする。

大臣と官僚の間に対立が起こった場合に、最終的な決
定権を持つのは大臣。

 憲法的慣習としての大臣責任制(ministerial 
responsibility)の原則
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（２）政官関係

大臣の官僚人事への影響力

 トップレベルすなわち事務次官や局長のレベルを除い
ては、ほとんど影響力を有していない。

 事務次官や局長級の人事は、中立の機関である国家公務
員人事委員会(Civil Service Commission)が候補者を１名
選定し、首相に推薦する。

 首相は個人的にそれらの候補者を知悉しているわけではな
いので、ほとんどが形式的に承認される。

 国務大臣についても、候補者を拒否する公式な権限は有し
ていないが、候補者を選定する段階で大臣の意向が斟酌さ
れることが多いとされる。

いずれにせよ、政策決定における権限の大きさに比べ
ると、人事における大臣の権限は（少なくとも形式的に
は）限定されている。
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（２）政官関係

特別顧問 (Special Adviser)
 ブレア政権における特別顧問(SPADs)の影響力増大

 メージャー政権末期には首相官邸とその他省庁合わせて３８名

 ブレア政権では８０名前後

 キャメロン政権下の２０１３年１０月時点では９８名

 影響力の源泉

 大臣との個人的な信頼関係

 各省の特別顧問が持つ、首相官邸や財務省の特別顧問とのネット
ワーク

 評価

 大臣や特別顧問の側からすれば、大臣の意図を省内に浸透させ
る上で大きな意義。

 一方、官僚の側には、特別顧問の役割の増大は、大臣と官僚の信
頼関係を悪化させたとする見方がある。実際、特別顧問と官僚との
摩擦が顕在化した例も多い。
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（３）イギリス政官関係の変容

変容の背景

人事における大臣の権限が、現在のイギリス公務員制
度改革での主要な論点の一つ。

政策決定における大臣の責任の大きさに合わせて、官
僚人事、特に事務次官人事に対する大臣の権限を拡
大しようという動きが強まっている。

現在の人事制度についての不満（政党・大臣側より）

 大臣責任制の原則により、大臣は、自分が任命していない
官僚の行為に対して責任を取らなくてはならない。→現在の
制度では政策決定の責任と人事上の権限との間に不均衡
が存在。

 大臣が上級官僚を自由に任免できないことが、官僚の応答
性(responsiveness)を損なっている。 9



（３）イギリス政官関係の変容

公務員制度改革プラン

 キャメロン政権（第１次）では、内閣府大臣フランシス・モード
(Francis Maude)の主導により公務員制度改革が進められ
た。その主要な論点の一つが大臣の人事権の拡大。

 「公務員制度改革プラン」(The Civil Service Reform Plan, 
2012)
 「当該省庁のパフォーマンスについての大臣の議会に対する説明

責任を反映するため、省庁と事務次官の任用における大臣の役割
を強化する」

 独立系シンクタンクより、事務次官の任命について、国家公
務員人事委員会が候補を複数選定し、最終選択は首相に
任せる制度が提案(Institute for Public Policy Research, 
2013)。

→ただし、キャメロン政権の下野、Brexitに伴う政治的混乱で
本改革案は棚上げ。 10



イギリス政府の政策形成過程―小括

政策形成において大臣が主導権を持っている
のは確か。

しかしそれは日本でしばしば理解されているより
も少し複雑な過程であり、大臣と官僚との絶え
ざる対話が重要。
 官僚人事についての権限は相対的に小さい

キャメロン政権で検討された公務員制度改革な
ど、イギリスの政官関係に変化が生じている。
→大臣の事務次官人事への影響力を強めようとする
動きも。ただし、今のところ官僚制の中立性は相当
程度維持。 11



１．エビデンスに基づいた政策形成とは

 これまでの政策形成では、経済学を始めとした社会科
学に基づく分析は必ずしも重視されてこなかった。とも
すれば、政策立案者の「直感」に頼ったり、関係者の要
求に応えたりする形で政策が形成。

 しかし、少子高齢社会の到来を迎え、財政も逼迫する
中で、政策資源はできうる限り有効に利用する必要。

 「エビデンスに基づいた政策形成（evidence-based 
policy-making）」を導入し、十分なデータと厳密な方
法に基づき、政策オプションの効果や費用を分析し、政
策を決定する際のよりどころとすべき。換言すれば、社
会科学の専門性を政策形成にさらに取り入れるべき。
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２．社会科学の専門性を政策形成に
取り入れるルート

第１の経路：審議会などの諮問機関の委員（一般に非
常勤職）として、経済学者ら社会科学の専門家を採用。
 米国の大統領経済諮問委員会（ＣＥＡ）、日本の経済財政諮

問会議など

 経済財政政策の大きな方針を定める場合には力を発揮する
が、各省における日々の政策立案を細やかに精査するのに
は限界。

第２の経路：任期付き常勤職として一定のポストに政府
外の専門家を採用。
 米国では大学教授が各省長官や次官に就任することは頻

繁。

 日本でも中央省庁等改革以降、こうした人事が増えているが
（内閣府政策統括官等）、任期付きのため政策形成ノウハウ
の蓄積などの点で一定の限界。 13



２．社会科学の専門性を政策形成に
取り入れるルート （続）

第３の経路：社会科学の専門性を習得した者を専門職
の国家公務員として採用し、長期的に雇用を継続。

 各省の常勤職員として多くの専門家を雇用するので、政策
の細かな精査が可能。長期的雇用のため、社会科学の専門
性と政策形成の実務の双方を視野に入れたスキルの蓄積も
可能。

 しかし、現在の我が国では、

 現在の国家公務員採用総合職試験には事務系の試験区分
として「経済」が設けられているものの、経済区分で採用され
た者が経済分析の専門家集団を形成していない。

 経済区分の事務官は、法律区分の者と同様、ゼネラリスト
（総合職）として一般の企画立案や調整の職務にあたるのが
基本。 14



３．イギリスの政府エコノミスト

イギリスでは、政府エコノミスト(Government 
Economist)が「政府経済サービス
(Government Economic Service, GES)」と呼
ばれる集団を形成。

政府エコノミストは各省に配属されている。

 2012年のデータでは、政府エコノミストの総数は
1200名。

 うち、財務省158名、雇用年金省106名、国際開発
省101名、ビジネス省91名、エネルギー・気候変動
省80名、交通省60名 等
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（１）ブレア政権の「エビデンスに基づく
政策形成」

政府エコノミストの数は、ブレア政権が「エビデンスに基
づく政策形成」を唱道したことにより、同政権中に急増
（次図参照）。もっとも、近年は緊縮財政のためもあり頭打ち傾向。

 １９９９年３月の白書「政府の近代化(Modernising 
Government)」において、「政策形成におけるエビデ
ンスと調査のよりよい利用」が主張された。

 “This Government expects more of policy 
makers. More new ideas, more willingness to 
question inherited ways of doing things, better 
use of evidence and research in policy making 
and better focus on policies that will deliver 
long-term goals.” 16



イギリス政府エコノミストの増大（政府エコノ
ミスト総数）
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（２）イギリス政府エコノミストの役割・機能

 政府エコノミストの基本的役割は、大臣の諮問に応じたアド
バイスを行うこと。

 各省大臣は、頻繁にその省の首席エコノミスト(Chief 
Economist)に諮問を行う。重要な政策決定に関する費用便
益分析を行う「影響評価」(Impact Assessment)の導入によ
り、その役割は一層高まる。

 政府エコノミストは、政策形成のためのエビデンスに基づい
た分析、実施された政策の監視と評価、経済効果や効率性
の観点からの政策の優先順位付け等を行う。
 予算編成の際には、各省の政府エコノミストはそれぞれの企画書

（要求書）に添付する費用便益分析計算書を作成、財務省の政府
エコノミストはこれを検証。

 税制のマクロ経済的効果やミクロ的効果の分析等。

 外部機関と連携し、実験的手法（ランダム化比較試験、
Randomized Controlled Trial）を活用。 e.g. 税徴収率向上の実
験等 18



（３）イギリス政府エコノミストの人事

大学学部及び大学院の新卒者からの政府エコノミスト
への採用は、財務省に置かれる「政府経済・社会調査
チーム」(Government Economic and Social 
Research (GESR) Team) によって、全省横断で一括
して行われる。

 近年、政治学、社会学等の専門家である「ソーシャル・リサー
チャー(Social Researcher)」も重視されるようになり、エコノ
ミストと一体的に人事管理。

 修士号・博士号取得者も多い。例えば、２００６年ではアシス
タント・エコノミストとして採用された１２１名のうち６１名が、
2007年は99名のうち59名が修士号・博士号取得者（年に
よって変動）。
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（３）イギリス政府エコノミストの人事（続）

 ファースト・ストリーム（昇進の早い職種区分）として政府
に採用されると、まずアシスタント・エコノミストに任ぜら
れ、３～４年後にエコノミック・アドヴァイザーに昇格。

最初の配属省庁はGESRチームによって決定される。

 その後の異動は本人と上司との相談、公募等による。当初
の配属省庁とは異なった省庁のポストに就くこともしばしば。

 省庁間のポストの異動に関わる内部労働市場も、同チーム
によって運営。この内部労働市場経由で省庁をまたいで異
動する者は、毎年、ＧＥＳメンバーの約１０％にも達する。

経済学の研修も同チームが随時実施。

※近年のイギリス公務員制では、政府内外の人材流動化が活発化。
民間セクターへの転出、民間からの中途採用も相当数。
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（４）政府経済サービス（GES）

 「政府経済サービス(Government Economic Service, 
GES)」は省庁の枠を超えた集団。

政府エコノミスト全体に関わる戦略や政策ガイドラインに
ついては、GES長（Heads of GES, 通常は財務省の
首席エコノミスト）と各省の首席エコノミストからなる評議
会で決定。

 例：費用便益計算に用いる数値（社会的割引率）等も本評
議会にて決定。

各省にまたがる政策については、しばしばGES内でサ
ブグループが編成され、検討される。
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（４）政府経済サービス（GES）（続）

 もし各省の首席エコノミストがその大臣の政策に対して
懸念を持った場合には、GES長に照会を行う。大臣が
GES長からアプローチを受けた場合、基本的にそのア
プローチは尊重される。

 GES長は、首相及び財務省事務次官との協議に基づ
き、内閣官房長(Cabinet Secretary)によって任命。

各省の首席エコノミストは、上級GESメンバーとの協議
に基づき、各省によって任命。
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イギリス政府におけるＥＢＰＭ―結語

 イギリスの政府エコノミストを参考に、我が国でも、経済
学を始めとした社会科学の専門家を政策形成プロセス
で適切に活用する仕組みが検討されているところ。
 統計改革推進会議最終取りまとめ（本年５月）：「府省の行政

に関し、ＥＢＰＭ推進に係る取組を総括するＥＢＰＭ推進統
括官（仮称）を各府省に置く。」

 経済財政運営と改革の基本方針2017（本年６月）：「２０１８
年度においても・・・歳出・歳入両面の取組を進める。その
際、・・・エビデンスに基づく政策立案を推進する。」

 ただし、社会科学・自然科学の知見は万能薬ではない。
専門家の助言に真摯に耳を傾けるとともに、関係者・世
論等とのコミュニケーションも取りつつ、総合的に判断
することが重要。

→スペシャリストのみならずジェネラリストの役割も依然とし
て重要。
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